
 
 

 
 

 

令和４事務年度 法人税等の申告（課税）事績・調査事績の概要 
 

                                   令 和 ５ 年 1 1 月 

名 古 屋 国 税 局 

 

Ⅰ 申告事績の概要 

  １ 令和４年度における法人税の申告事績の概要 

(参考計表) 令和４年度における法人税等の申告事績 

２ 令和４事務年度における源泉所得税等の課税事績の概要 

    (参考計表) 令和４事務年度における源泉所得税等の課税事績 

Ⅱ 調査事績の概要 

１ 法人税・法人消費税等の調査事績の概要 

２ 源泉所得税等の調査事績の概要 

Ⅲ 主要な取組 

 １ 消費税還付申告法人に対する取組 

２ 海外取引法人等に対する取組 

３ 無申告法人に対する取組 

４ 不正発見割合の高い業種 
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令和４年度における法人税の申告件数は３３万９０７件で、その申告所得

金額の総額は８兆４，４５９億円、申告税額の総額は１兆３，００３億円とな

り、前年度に比べ、それぞれ２，６７６億円（３．３％）増加し、９０３億

円（６．５％）減少しています。 
 
（注）１  令和４年４月１日から令和５年３月３１日までに終了した事業年度に係る申告について、令和５年７月３１日までに申告があったもの

を令和５年８月末現在で取りまとめています。 

２  令和４年３月３１日までに終了した事業年度に係る申告のうち、災害等による申告の期限延長により、本年度の集計対象期間中（令

和４年８月１日から令和５年７月３１日まで）に申告があったものも含まれています。 

 

○ 法人税の申告件数等の状況  
 年度等 

項目 
令和３ 令和４ 

件数等 件数等 増 減 前年対比 

申 告 件 数 
件 

325,282 

件 

330,907 

件 

5,625 

％ 

101.7 

申 告 所 得 金 額 
億円 

81,783 

億円 

84,459 

億円 

2,676 

％ 

103.3 

申 告 税 額 
億円 

13,906 

億円 

13,003 

億円 

▲903 

％ 

93.5 
 

○ 申告所得金額の推移 
 

  

  

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

    

 

  

８兆 4,459 億円 
（2,676 億円増加） 
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（参考計表） 令和４年度における法人税等の申告事績 
 
別表１：法人数の状況 

 区分 
項目 

令和４年６月 30 日現在 令和５年６月 30 日現在 

件  数 前年対比 件  数 前年対比 

法 人 数 
法人 

337,744 

％ 

101.7 

法人 

342,322 

％ 

101.4 
 

（注）清算中法人については、集計対象から除外しています。 

 
別表２：法人税の申告の状況 

 年度等 
項目 

令和３ 令和４ 

件数等 前年対比 件数等 前年対比 

申 告 件 数 １ 
件 

325,282 

％ 

101.3 

件 

330,907 

％ 

101.7 

申 告 割 合 ２ 
％ 

94.6 

ポイント 

0.3 

％ 

94.4 

ポイント 

▲0.2 

黒 字 申 告 件 数 ３ 
件 

115,206 

％ 

103.4 

件 

118,982 

％ 

103.3 

黒 字 申 告 割 合 ４ 
％ 

35.4 

ポイント 

0.7 

％ 

36.0 

ポイント 

0.6 

申 告 所 得 金 額 ５ 
億円 

81,783 

％ 

135.1 

億円 

84,459 

％ 

103.3 

黒 字 申 告 １ 件 
当 た り 所 得 金 額 ６ 

千円 

70,988 

％ 

130.6 

千円 

70,984 

％ 

100.0 

申 告 欠 損 金 額 ７ 
億円 

12,997 

％ 

68.5 

億円 

16,918 

％ 

130.2 

赤 字 申 告 １ 件 
当 た り 欠 損 金 額 ８ 

千円 

6,187 

％ 

68.3 

千円 

7,983 

％ 

129.0 

 
別表３：法人税の税額の状況 

 年度等 
項目 

令和３ 令和４ 

金  額 前年対比 金  額 前年対比 

申 告 税 額 
億円 

13,906 

％ 

152.2 

億円 

13,003 

％ 

93.5 

 

別表４：地方法人税の税額の状況 
 年度等 

項目 
令和３ 令和４ 

金  額 前年対比 金  額 前年対比 

申 告 税 額 
億円 

1,718 

％ 

152.4 

億円 

1,734 

％ 

101.0 
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令和４事務年度における源泉所得税等の税額は１兆８，４７７億円で、前

事務年度に比べ１，４６１億円（８．６％）増加しました。 

主な所得についてみると、給与所得の税額は５６０億円（４．６％）増加

し、配当所得の税額は１，１５９億円（３５．０％）増加しています。 
     

（注）１  令和４年７月１日から令和５年６月３０日までに提出のあった徴収高計算書の税額及び税務署長が行った納税告知に係る税額を集計

しています。 

２  平成２５年１月１日以後生ずる所得に係る税額から、復興特別所得税が含まれています。 

○ 源泉所得税等の税額の状況 
 事務年度等 

項目 
令和３ 令和４ 

税  額 税  額 増 減 前年対比 

給 与 所 得 
億円 

12,046 

億円 

12,606 

億円 

560 

％ 

104.6 

退 職 所 得 267 265 ▲2 99.2 

利 子 所 得 等 141 173 33 123.2 

配 当 所 得 3,310 4,469 1,159 135.0 

特定口座内保管上場株式等 
の 譲 渡 所 得 等 696 369 ▲327 53.0 

報 酬 料 金 等 所 得 468 485 18 103.8 

非 居 住 者 等 所 得 89 110 21 123.4 

合     計 17,016 18,477 1,461 108.6 

   
○ 源泉所得税等の税額の推移 
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（参考計表） 令和４事務年度における源泉所得税等の課税事績 
 
別表１：源泉徴収義務者数の状況 

 区分 
項目 

令和４年６月 30 日現在 令和５年６月 30 日現在 

義務者数 前年対比 義務者数 前年対比 

給

与

所

得 

本 店 法 人 １ 
件 

285,607 

％ 

102.0 

件 

288,783 

％ 

101.1 

支 店 法 人 ２ 2,621 99.5 2,610 99.6 

官 公 庁 ３ 1,081 100.7 1,081 100.0 

個 人 ４ 158,114 97.6 154,379 97.6 

そ の 他 ５ 13,817 99.9 13,699 99.1 

計 ６ 461,240 100.3 460,522 99.9 

利 子 所 得 等 ７ 4,690 97.6 4,615 98.4 

配 当 所 得 ８ 18,744 99.3 18,795 100.3 

特定口座内保管上場株式等 
の 譲 渡 所 得 等 ９ 1,443 98.7 1,363 94.5 

報 酬 料 金 等 所 得 10 345,167 100.1 344,637 99.8 

非 居 住 者 等 所 得 11 2,184 97.0 2,344 107.3 

 
別表２：源泉所得税等の税額の状況 

 区分 
項目 

令和３ 令和４ 

税  額 前年対比 税  額 前年対比 

給 与 所 得 １ 
億円 

12,046 

％ 

103.6 

億円 

12,606 

％ 

104.6 

退 職 所 得 ２ 267 96.7 265 99.2 

利 子 所 得 等 ３ 141 65.5 173 123.2 

配 当 所 得 ４ 3,310 120.7 4,469 135.0 

特定口座内保管上場株式等 
の 譲 渡 所 得 等 ５ 696 163.6 369 53.0 

報 酬 料 金 等 所 得 ６ 468 104.5 485 103.8 

非 居 住 者 等 所 得 ７ 89 103.3 110 123.4 

合     計 ８ 17,016 107.5 18,477 108.6 
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  法人税の調査事績の概要 

令和４事務年度においては、資料情報等の分析・検討を行った結果、大口・

悪質な不正計算が想定される法人など調査必要度が高い法人７，２７３件（前

年対比１１９．３％）について実地調査を実施しました。 

このうち、法人税の非違があった法人は５，６０５件（同１２１．８％）、

その申告漏れ所得金額は９１４億１百万円（同１０１．８％）、追徴税額は２

４８億２４百万円（同１３５．１％）となっています。 
（注）１ 令和４事務年度の調査事績は、令和４年２月１日から令和５年１月 31 日までの間に事業年度が終了した法人を対象に、令和４年７月から

令和５年６月までの間に実施した調査に係るものを集計しています。 

２ 追徴税額には、地方法人税及び加算税を含みます。 

○ 法人税の実地調査の状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）調査による追徴税額には地方法人税が含まれています。 

 

 

 

 

件数等 前年対比 件数等 前年対比
件 ％ 件 ％

6,094 178.5 7,273 119.3
件 ％ 件 ％

4,601 170.0 5,605 121.8
件 ％ 件 ％

1,574 159.8 1,729 109.8
百万円 ％ 百万円 ％

89,755 220.3 91,401 101.8
百万円 ％ 百万円 ％

30,760 152.7 32,707 106.3
百万円 ％ 百万円 ％

18,380 201.2 24,824 135.1
百万円 ％ 百万円 ％

3,026 187.5 3,754 124.1
％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ

25.8 ▲ 3.1 23.8 ▲ 2.0
千円 ％ 千円 ％

14,728 123.4 12,567 85.3
千円 ％ 千円 ％

19,543 95.6 18,917 96.8
千円 ％ 千円 ％

3,016 112.7 3,413 113.2

事務年度等 令和３ 令和４
項　目

実 地 調 査 件 数 １

う ち 加 算 税 額 ７

非 違 が あ っ た 件 数 ２

うち不正計算があった件数 ３

申 告 漏 れ 所 得 金 額 ４

う ち 不 正 所 得 金 額 ５

調 査 に よ る 追 徴 税 額 ６

調 査 １ 件 当 た り の
11

追 徴 税 額 (6/1)

不 正 発 見 割 合 (3/1) ８

調 査 １ 件 当 た り の 申 告 漏 れ
９

所 得 金 額 (4/1)

不 正 １ 件 当 た り の
10

不 正 所 得 金 額 (5/3)
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  法人消費税の調査事績の概要 

令和４事務年度においては、法人消費税について、７，０９４件（前年対

比１１９．５％）の実地調査を実施しました。 

このうち、消費税の非違があった法人は４，０９４件（同１１８．７％）、そ

の追徴税額は１２５億３８百万円（同１９２．６％）となっています。 
 

○ 法人消費税の実地調査の状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）調査による追徴税額には加算税及び地方消費税（譲渡割額）が含まれています。 

 

 
 

 
 

令和４事務年度においては、９，２５７件（前年対比１２１．１％）の源泉

徴収義務者について実地調査を実施しました。 

 このうち、源泉所得税等の非違があった源泉徴収義務者は２，５５２件（同

１２０．３％）で、その追徴税額は３２億円（同１１５．３％）となっていま

す。 
 
○ 源泉所得税等の実地調査の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   （注）調査による追徴税額には加算税及び復興特別所得税が含まれています。 

件数等 前年対比 件数等 前年対比
件 ％ 件 ％

5,935 177.4 7,094 119.5
件 ％ 件 ％

3,450 170.4 4,094 118.7
件 ％ 件 ％

1,270 165.1 1,382 108.8
百万円 ％ 百万円 ％

6,511 150.0 12,538 192.6
百万円 ％ 百万円 ％

2,881 144.9 5,723 198.6
千円 ％ 千円 ％

1,097 84.5 1,767 161.1
千円 ％ 千円 ％

2,268 87.7 4,141 182.6

調 査 に よ る 追 徴 税 額 ４

非 違 が あ っ た 件 数 ２

うち不正計算があ った件数 ３

事務年度等 令和２ 令和３

実 地 調 査 件 数 １

事務年度等 令和３ 令和４
項　目

不 正 １ 件 当 た り の
７

追 徴 税 額 (5/3)

うち不正計算に係る追徴税額 ５

調 査 １ 件 当 た り の
６

追 徴 税 額 (4/1)

件数等 前年対比 件数等 前年対比
件 ％ 件 ％

461,240 100.3 460,552 99.9
件 ％ 件 ％

7,643 186.1 9,257 121.1
件 ％ 件 ％

2,122 164.8 2,552 120.3
件 ％ 件 ％

535 192.5 612 114.4
百万円 ％ 百万円 ％

2,812 178.3 3,243 115.3
百万円 ％ 百万円 ％

925 181.5 807 87.3
千円 ％ 千円 ％

368 95.8 350 95.1
７調 査 １ 件 当 た り の 追 徴 税 額

う ち 重 加 算 税 適 用 件 数 ４

５調 査 に よ る 追 徴 税 額

うち重加算税適用追徴 税額 ６

源泉徴収義務者数（給与所得） １

実 地 調 査 件 数 ２

３非 違 が あ っ た 件 数

令和４事務年度等
項　目

令和３
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○ 消費税還付申告法人に対する消費税の実地調査の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）調査による追徴税額には加算税及び地方消費税（譲渡割額）が含まれています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  虚偽の申告により不正に消費税の還付金を得るケースが見受けられます。こうした

不正還付等を行っていると認められる法人については、的確に選定し、厳正な調査を

実施しています。 

  令和４事務年度においては、消費税還付申告法人のうち、６０４件（前年対比１１６．２％）

に対し実地調査を実施し、消費税６３億９１百万円（同３２４．５％）を追徴課税し

ました。また、そのうち１１９件（同１０６．３％）は不正に還付金額の水増しなど

を行っており、３１億２１百万円（同１，２２３．４％）を追徴課税しました。 

件数等 前年対比 件数等 前年対比
件 ％ 件 ％

520 141.7 604 116.2
件 ％ 件 ％

350 140.0 388 110.9
件 ％ 件 ％

112 120.4 119 106.3
百万円 ％ 百万円 ％

1,969 110.6 6,391 324.5
百万円 ％ 百万円 ％

255 27.6 3,121 1,223.4
千円 ％ 千円 ％

3,787 78.1 10,581 279.4
千円 ％ 千円 ％

2,278 22.9 26,228 1,151.4

不 正 １ 件 当 た り の
７

追 徴 税 額 (5/3)

うち不正計算に 係る追徴税額 ５

調 査 １ 件 当 た り の
６

追 徴 税 額 (4/1)

調 査 に よ る 追 徴 税 額 ４

事務年度等 令和３ 令和４
項　目

実 地 調 査 件 数 １

非 違 が あ っ た 件 数 ２

う ち 不 正 計 算 が あ っ た 件 数 ３
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○ 海外取引法人等に対する実地調査の状況 

事務年度等 
項 目 

令和３ 令和４ 
件 数 等 前年対比 件 数 等 前年対比 

実 地 調 査 件 数 １ 
件 

759 

％ 

143.2 

件 

936 

％ 

123.3 

海 外 取 引 等 に 係 る 
非 違 が あ っ た 件 数 

２ 
件 

285 

％ 

149.2 

件 

354 

％ 

124.2 
 

うち不正計算があった件数 ３ 
件 

58 

％ 

100.0 

件 

50 

％ 

86.2 

海 外 取 引 等 に 係 る 
申 告 漏 れ 所 得 金 額 

４ 
百万円 

29,081 

％ 

320.6 

百万円 

24,864 

％ 

85.5 

 
う ち 不 正 所 得 金 額 ５ 

百万円 

2,645 

％ 

133.7 

百万円 

2,162 

％ 

81.7 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

   

 

 

○ 海外取引等に係る源泉所得税等の実地調査の状況 

  事務年度等 
項 目 

令和３ 令和４ 
件 数 等 前年対比 件 数 等 前年対比 

非 違 が あ っ た 件 数 １ 
件 

76 

％ 

140.7 

件 

105 

％ 

138.2 

調 査 に よ る 追 徴 本 税 額 ２ 
百万円 

107 

％ 

130.2 

百万円 

150 

％ 

140.5 

  企業等の事業、投資活動のグローバル化が進展する中で、海外取引を行っている法

人の中には、海外の取引先への手数料を水増し計上するなどの不正計算を行うものが

見受けられます。このような海外取引法人等に対しては、国外送金等調書や租税条約

等に基づく情報交換制度を積極的に活用するなど、深度ある調査に取り組んでいます。 

  令和４事務年度においては、海外取引法人等に対する実地調査を９３６件（前年対

比１２３．３％）実施し、このうち、海外取引等に係る非違があったものを、３５４

件（同１２４．２％）、海外取引等に係る申告漏れ所得金額を２４８億６４百万円（同

８５．５％）把握しました。 

  経済の国際化に伴い、企業や個人による国境を越えた経済活動が複雑・多様化する

中、国税庁では、非居住者や外国法人に対して適正に課税する観点から、海外取引等

に係る源泉徴収漏れを的確に把握するため、国外送金等調書をはじめとした資料情報

等を活用し、重点的かつ深度ある調査を実施しています。 

 

  令和４事務年度においては、非居住者や外国法人に対する科学技術等に関する人的役

務提供事業の対価や工業所有権等の使用料等などの支払について源泉徴収漏れを１０

５件（前年対比１３８．２％）把握し、１億５０百万円（同１４０．５％）を追徴課

税しました。 
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○ 無申告法人に対する実地調査の状況 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

（注）調査による追徴税額には加算税、地方法人税及び地方消費税（譲渡割額）が含まれています。 

 

 

 

 

 

  
 

  事業を行っているにもかかわらず申告をしていない法人を放置しておくことは、納

税者の公平感を著しく損なうものであることから、国税庁では、登記情報等から法人

を把握した上、無申告法人を的確に管理するとともに、稼働しているにもかかわらず

無申告である法人に対する調査に重点的に取り組んでいます。 

  令和４事務年度においては、資料情報等の分析・検討を行った結果、事業を行って

いると見込まれる無申告法人に対し実地調査を実施し、法人税９億８３百万円（前

年対比１７９．２％）、消費税８億７０百万円（同１４０．７％）、合わせて１８億

５３百万円（同１５８．９％）を追徴課税しました。 

  このうち、稼働している実態を隠し、意図的に無申告であった法人に対し、法人税４

億７０百万円（同１３２．２％）、消費税２億２０百万円（同９３．７％）を追徴課税

しました。 

件数等 前年対比 件数等 前年対比
件 ％ 件 ％

171 136.8 160 93.6
件 ％ 件 ％

30 214.3 28 93.3
百万円 ％ 百万円 ％

548 186.2 983 179.2
百万円 ％ 百万円 ％

355 330.9 470 132.2
件 ％ 件 ％

130 138.3 124 95.4
件 ％ 件 ％

25 250.0 18 72.0
百万円 ％ 百万円 ％

618 110.9 870 140.7
百万円 ％ 百万円 ％

235 226.3 220 93.7
百万円 ％ 百万円 ％

1,166 136.7 1,853 158.9
百万円 ％ 百万円 ％

590 279.6 690 116.9

事務年度等 令和３ 令和４
項　目

法
人
税

実 地 調 査 件 数 １

う ち 不 正 計 算 が あ っ た 件 数 ２

調 査 に よ る 追 徴 税 額 ３

うち不正計算があった法人に係る追徴税額 ４

消
費
税

実 地 調 査 件 数 ５

う ち 不 正 計 算 が あ っ た 件 数 ６

調 査 に よ る 追 徴 税 額 ７

うち不正計算があった法人に係る追徴税額 ８

調 査 に よ る 追 徴 税 額 合 計 ９

うち不正計算があった法人に係る追徴税額 10
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○ 不正発見割合の高い 10業種（法人税） 
 

順 
位 業 種 目 不 正 発 見 

割 合 
不 正 １件 当 たりの 
不 正 所 得 金 額 

前 年 
順 位 

１ 電気・通信機械器具卸売 
％ 

 

37.5 

千円 
 

16,024 
- 

２ 廃 棄 物 処 理 
33.9 14,311 

８ 

３ そ の 他 の 設 備 工 事 
33.6 8,149 

- 

４ 職 別 土 木 建 築 工 事 
33.4 16,502 

２ 

５ 一 般 土 木 建 築 工 事 
33.1 14,438 

３ 

６ 管 工 事 
31.5 14,764 

９ 

７ 電 気 ・ 通 信 工 事 
29.5 13,932 

４ 

８ 建 築 工 事 
29.3 14,136 

９ 

９ 土 木 工 事 
27.8 11,971 

５ 

10 貿 易 
27.1 44,875 

- 

 

○ （参考）上位３業種の具体的な業種の内容は、次のとおりです。 

順位 業 種 目 具 体 的 な 業 種 の 内 容 

１ 電気・通信機械器具卸売 
家庭用電気機械器具、電気機械器具（通信機械器具、電動機

類、電気工事機械など）の卸売りを行う事業 

２ 廃 棄 物 処 理 
産業廃棄物処理、一般廃棄物処理、その他の廃棄物処理を行う

事業 

３ そ の 他 の 設 備 工 事 機械器具設置工事、昇降設備工事、築炉工事などを行う事業 

 

  令和４事務年度の法人税調査における不正発見割合の高い業種は、「電気・通信機械

器具卸売」、「廃棄物処理」、「その他の設備工事」の順でした。 

  不正１件当たりの不正脱漏所得金額の大きな業種は、「貿易」、「自動車・同付属品製

造」、「土木建築サービス」の順でした。 
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○ 不正１件当たりの不正所得金額の大きな 10業種（法人税） 
 

順 
位 業 種 目 不 正 １件 当 たりの 

不 正 所 得 金 額 
不 正 発 見 
割 合 

前 年 
順 位 

１ 貿 易 
千円 

 

44,875 

％ 
 

27.1 
３ 

２ 自 動 車 ・ 同 付 属 品 製 造  
42,504 

 
14.9 

９ 

３ 土 木 建 築 サ ー ビ ス 
 

31,007 
 

23.5 - 

４ 建 売 、 土 地 売 買  
27,300 

 
23.4 - 

５ そ の 他 の サ ー ビ ス 
 

26,616 
 

25.1 ２ 

６ そ の 他 の 金 属 製 品 製 造  
24,557 

 
26.9 - 

７ 自 動 車 、 自 転 車 小 売  
20,895 

 
22.3 - 

８ そ の 他 の 不 動 産 
 

19,831 
 

13.9 - 

９ そ の 他 の 機 械 製 造 
 

16,947 
 

14.7 ７ 

10 職 別 土 木 建 築 工 事  
16,502 

 
33.4 - 

 

○ （参考）上位３業種の具体的な業種の内容は、次のとおりです。 

順位 業 種 目 具 体 的 な 業 種 の 内 容 

１ 貿 易 代理店、総合商社が貿易を行う事業 

２ 自 動 車 ・ 同 付 属 品 製 造 
自動車・自動車部分品・付属品、自動車中古部品などの製造を

行う事業 

３ 土 木 建 築 サ ー ビ ス 
建設機械器具賃貸、建築設計（設計監理）、測量、その他の土木

建築サービス（地質調査）を行う事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



12 
 

 

○
　

不
正

発
見

割
合

の
高

い
業

種
の

推
移

（
1
0
年

間
の

推
移

）

区
分

2
5
事

務
年

度
2
6
事

務
年

度
2
9
事

務
年

度

順
位

業
　

種
　

目
割

合
（％

）
業

　
種

　
目

割
合

（
％

）
業

　
種

　
目

割
合

（
％

）
業

　
種

　
目

割
合

（
％

）
業

　
種

　
目

割
合

（
％

）

１
そ

の
他

の
飲

食
4
1
.0

そ
の

他
の

飲
食

4
4
.3

そ
の

他
の

飲
食

3
5
.3

外
国

料
理

5
9
.5

そ
の

他
の

飲
食

4
6
.0

２
自

動
車

・
自

転
車

小
売

3
0
.2

廃
棄

物
処

理
3
0
.4

廃
棄

物
処

理
3
3
.5

そ
の

他
の

飲
食

4
2
.9

貿
易

3
0
.5

３
土

木
工

事
2
9
.8

そ
の

他
の

設
備

工
事

3
0
.0

土
木

工
事

3
0
.1

廃
棄

物
処

理
2
9
.0

土
木

工
事

3
0
.1

４
貨

物
自

動
車

運
送

2
7
.8

職
別

土
木

建
築

工
事

2
8
.9

職
別

土
木

建
築

工
事

2
8
.0

そ
の

他
の

対
個

人
サ

ー
ビ

ス
2
8
.2

一
般

土
木

建
築

工
事

2
7
.7

５
廃

棄
物

処
理

2
7
.4

一
般

土
木

建
築

工
事

2
7
.4

貨
物

自
動

車
運

送
2
7
.2

管
工

事
2
7
.4

職
別

土
木

建
築

工
事

2
7
.6

区
分

3
0
事

務
年

度

順
位

業
　

種
　

目
割

合
（％

）
業

　
種

　
目

割
合

（
％

）
業

　
種

　
目

割
合

（
％

）
業

　
種

　
目

割
合

（
％

）
業

　
種

　
目

割
合

（
％

）

１
外

国
料

理
5
9
.0

そ
の

他
の

飲
食

4
0
.6

生
鮮

魚
介

そ
う

7
0
.0

不
動

産
代

理
仲

介
4
2
.9

電
気

・
通

信
機

械
器

具
卸

売
3
7
.5

２
そ

の
他

の
飲

食
4
7
.3

自
動

車
・

自
転

車
小

売
3
8
.7

保
険

、
保

険
サ

ー
ビ

ス
5
7
.1

職
別

土
木

建
築

工
事

3
3
.5

廃
棄

物
処

理
3
3
.9

３
土

木
工

事
2
8
.8

廃
棄

物
処

理
3
2
.8

広
告

4
2
.9

一
般

土
木

建
築

工
事

3
2
.8

そ
の

他
の

設
備

工
事

3
3
.6

４
一

般
土

木
建

築
工

事
2
7
.8

そ
の

他
の

設
備

工
事

3
1
.6

構
築

用
金

属
製

品
製

造
3
8
.9

電
気

・
通

信
工

事
3
1
.1

職
別

土
木

建
築

工
事

3
3
.4

５
建

売
、

土
地

売
買

2
7
.7

貨
物

自
動

車
運

送
3
0
.7

自
動

車
・

同
部

品
卸

売
3
8
.9

土
木

工
事

3
0
.4

一
般

土
木

建
築

工
事

3
3
.1

○
　

不
正

１
件

当
た

り
の

不
正

脱
漏

所
得

金
額

の
大

き
い

業
種

の
推

移
（
1
0
年

間
の

推
移

）

区
分

2
5
事

務
年

度
2
6
事

務
年

度
2
9
事

務
年

度

順
位

業
　

種
　

目
金

額
(万

円
)

業
　

種
　

目
金

額
(万

円
)

業
　

種
　

目
金

額
(万

円
)

業
　

種
　

目
金

額
(万

円
)

業
　

種
　

目
金

額
(万

円
)

１
建

売
、

土
地

売
買

5
,3

9
4

自
動

車
・

同
付

属
品

製
造

2
,3

7
2

そ
の

他
の

対
事

業
所

サ
ー

ビ
ス

2
,8

9
4

そ
の

他
の

サ
ー

ビ
ス

2
,2

3
0

そ
の

他
の

サ
ー

ビ
ス

3
,9

1
5

２
自

動
車

・
同

付
属

品
製

造
4
,3

3
0

そ
の

他
の

機
械

製
造

1
,7

7
1

建
売

、
土

地
売

買
2
,5

9
2

建
売

、
土

地
売

買
2
,1

9
7

そ
の

他
の

機
械

製
造

2
,8

6
2

３
そ

の
他

の
対

個
人

サ
ー

ビ
ス

2
,3

7
9

建
売

、
土

地
売

買
1
,6

2
0

自
動

車
・

同
付

属
品

製
造

2
,4

9
4

そ
の

他
の

対
個

人
サ

ー
ビ

ス
1
,8

6
2

そ
の

他
の

対
個

人
サ

ー
ビ

ス
2
,7

6
6

４
そ

の
他

の
機

械
製

造
2
,1

5
5

そ
の

他
の

不
動

産
1
,3

0
0

そ
の

他
の

不
動

産
2
,2

3
9

廃
棄

物
処

理
1
,5

8
9

そ
の

他
の

卸
売

2
,6

3
1

５
そ

の
他

の
サ

ー
ビ

ス
1
,9

0
2

そ
の

他
の

金
属

製
品

製
造

1
,2

7
6

そ
の

他
の

卸
売

1
,7

3
6

そ
の

他
の

金
属

製
品

製
造

1
,5

6
1

建
売

、
土

地
売

買
2
,6

1
3

区
分

3
0
事

務
年

度
令

和
元

事
務

年
度

順
位

業
　

種
　

目
金

額
(万

円
)

業
　

種
　

目
金

額
(万

円
)

業
　

種
　

目
金

額
(万

円
)

業
　

種
　

目
金

額
(万

円
)

業
　

種
　

目
金

額
(万

円
)

１
そ

の
他

の
製

造
2
,8

9
8

そ
の

他
の

卸
売

3
,8

4
6

情
報

サ
ー

ビ
ス

、
興

信
所

1
2
,3

5
0

そ
の

他
の

対
個

人
サ

ー
ビ

ス
5
,7

8
9

貿
易

4
,4

8
8

２
建

売
、

土
地

売
買

2
,6

4
8

建
売

、
土

地
売

買
3
,0

2
2

そ
の

他
の

サ
ー

ビ
ス

8
,5

9
4

そ
の

他
の

サ
ー

ビ
ス

5
,0

1
8

自
動

車
・

同
付

属
品

製
造

4
,2

5
0

３
自

動
車

・
同

付
属

品
製

造
2
,3

9
8

自
動

車
・

同
付

属
品

製
造

2
,6

0
5

生
鮮

魚
介

そ
う

6
,7

8
5

貿
易

4
,7

4
6

土
木

建
築

サ
ー

ビ
ス

3
,1

0
1

４
そ

の
他

の
不

動
産

2
,0

7
2

そ
の

他
の

金
属

製
品

製
造

2
,2

3
9

自
動

車
・

同
付

属
品

製
造

5
,6

2
8

貨
物

自
動

車
運

送
2
,5

9
8

建
売

、
土

地
売

買
2
,7

3
0

５
そ

の
他

の
小

売
1
,9

0
6

そ
の

他
の

不
動

産
2
,1

9
1

そ
の

他
の

機
械

製
造

2
,5

7
3

不
動

産
代

理
仲

介
2
,5

2
8

そ
の

他
の

サ
ー

ビ
ス

2
,6

6
2

令
和

４
事

務
年

度

令
和

４
事

務
年

度

◆
　

ワ
ー

ス
ト

１
は

、
電

気
・
通

信
機

械
器

具
卸

売
(不

正
発

見
割

合
)及

び
貿

易
(不

正
脱

漏
所

得
金

額
)　

　
令

和
４

事
務

年
度

に
お

い
て

実
施

し
た

実
地

調
査

に
お

け
る

、
不

正
発

見
割

合
が

高
い

業
種

上
位

５
業

種
の

う
ち

、
「電

気
・通

信
機

械
器

具
卸

売
」は

10
年

間
の

う
ち

初
め

て
ワ

ー
ス

ト
上

位
５

業
種

に
入

っ
た

。
　

ま
た

、
不

正
１

件
当

た
り

の
不

正
脱

漏
所

得
金

額
の

大
き

な
業

種
は

、
「貿

易
」、

「
自

動
車

・同
付

属
品

製
造

」、
「土

木
建

築
サ

ー
ビ

ス
」の

順
と

な
っ

て
い

る
。

2
7
事

務
年

度
2
8
事

務
年

度

令
和

元
事

務
年

度
令

和
２

事
務

年
度

令
和

３
事

務
年

度

2
7
事

務
年

度
2
8
事

務
年

度

令
和

２
事

務
年

度
令

和
３

事
務

年
度


